
















はじめに 

日本母性保護医協会(以下日母)は、全国妊産婦死因調査を行い、昭和 47年その結果を報告

した。これは、北海道、青森県、群馬県、東京都、大阪府、広島県、鹿児島県の7支部を

指定し、これらの地区で昭和 43 年度、昭和 44 年度(東京都のみは、さらに昭和 45 年度)

に発生した妊産婦死亡例のうち、455 例を対象に調査したものである。調査の方法は、総

理府統計局の許可をえて、各地区保健所の死亡調査小票より、妊産婦死亡に該当するもの

をとり出し、それぞれの死亡診断書を記入した担当医師に調査表(文末参照)を送り、ある

いは直接委員(日母、母子保健調査委員会)が、面接して調査したものである｡ 

ここでは、主としてこの調査結果の概要につき以下に記し、この結果をふまえて、わが国

における妊産婦死亡の減少化をはかるために、日母の発表した構想のうち、2～3をあげて

説明する。 


